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諮問庁：外務大臣 

諮問日：平成２６年４月３日（平成２６年（行情）諮問第１６６号） 

答申日：平成２８年７月２７日（平成２８年度（行情）答申第２２３号） 

事件名：「対イラク武力行使に関する我が国の対応（検証結果）」の調査過程

で主管課が取得・作成した文書等の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙に掲げる１５文書（以下，併せて「本件対象文書」という。）につ

き，その一部を不開示とした決定については，異議申立人が開示すべきと

する部分のうち，文書１７（１枚目（上部メモ書きを除く。）ないし６枚

目）を開示すべきである。 

第２ 異議申立人の主張の要旨 

１ 異議申立ての趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく本件対象文書の開示請求に対し，平成２５年６月２８日

付け情報公開第０１３８９号により外務大臣（以下「処分庁」又は「諮問

庁」という。）が行った一部開示決定（以下「原処分」という。）につい

て，法５条３号及び５号を理由に不開示とされた部分の取消しを求める。 

２ 異議申立ての理由 

（１）異議申立書 

ア 以下のことから原処分は無効である。 

（ア）原処分の不開示理由一覧のうちの不開示理由の一つに「公にしな

いことを前提とした関係国等との協議に関する情報であり」と記載

されている。法５条３号は，公にしないことを前提としているか，

していないかにかかわらず，他国若しくは国際機関との信頼関係が

損なわれるおそれ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被

るおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理由があ

る情報と定めているにすぎない。同様に同条５号も，「公にしない

ことを前提とした」との独自の条件を付加することにより，法５条

３号及び５号の解釈を不当に広げている。そもそも，「公にしない

ことを前提とした」となぜ言えるのか，根拠が明らかでない。 

（イ）法５条３号及び５号に該当するとして不開示とされた文書の名称

などは，原処分の開示請求対象行政文書一覧表によれば，文書７の

報告書，文書８の報告書案①，文書１１の報告書案②，文書１２の

イラク検証関連資料①，文書１５のイラク検証関連資料②及び文書
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１７の対外公表案である。これらの文書がまるごと法５条３号及び

５号に該当するとは，社会常識に照らして考えにくい上，丸ごと該

当すると処分庁が判断した根拠も不明である。 

イ 以上のとおり，原処分は法に違反している。よってその取消しを求

めるため，本件異議申立てを行った。 

（２）意見書 

ア 諮問庁は原処分の不開示理由一覧のうちの不開示理由の一つにおい

て極めて広範囲，大量に不開示としており，文書ごとに，不開示とし

た箇所と頁数は以下のとおりである。 

    文書２（不開示１０ヶ所，合計２５２頁） 

    文書３（同１０ヶ所，合計５３５頁） 

    文書４（同１０ヶ所，合計４６３頁） 

    文書５（同１４ヶ所，合計３６３頁） 

    文書６（同１８ヶ所，合計２０６頁） 

    文書９（同３ヶ所，合計４７頁） 

    文書１０（同７ヶ所，合計２９２頁） 

    文書１３（同６ヶ所，合計４５頁） 

    文書１４（同２ヶ所，合計２０頁） 

    当該不開示部分は，これら９件の文書で合計８０ヶ所，２，２２３

頁に達する。１ヶ所平均２８頁である（２，２２３÷８０＝２７．７

８７５）。当該不開示部分の法５条該当号は「３号，５号」と記載さ

れている。諮問庁はこの９件の８０ヶ所，２，２２３頁のすべての記

述が，同条３号及び５号に同時に該当すると判断したのか，あるいは

３号または５号のどちらかに該当すると判断したのか，明らかにして

いない。後者（３号または５号のどちらかに該当と判断）だとすれば，

２，２２３頁のうちどこが３号に該当し，どこが５号に該当すると判

断したのか，明らかにすべきである。前者（３号と５号に同時に該当

と判断）も理論的にあり得なくないが，３号はもっぱら他国や国際機

関との関係について定め，５号はもっぱら国の機関内部のことについ

て定めているのであり，本来はまったく別のものである。２，２２３

頁の記述のすべてが３号と５号に同時に該当するという説明は，常識

的にいって考えにくい。審査会はまず，当該不開示部分について，諮

問庁に明快な説明を求めるべきである。その説明を聞いて，どう判断

したのか，答申書において具体的に明らかにされたい。 

イ 諮問庁は理由説明書の「異議申立人の主張について」で，「処分庁

は，これらの文書そのものが『公にしないことを前提とし』て作成さ

れたものであるために不開示と判断したわけでなく」と述べている。

あたかも異議申立人が，そうした主張をしているかのような記述であ
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るが，異議申立人は異議申立書で，「処分庁は『公にしないことを前

提とした』との独自の条件を付加することにより」と述べているに過

ぎず，諮問庁の主張は異議申立人の主張を不当に歪曲したものである。

この部分を除けば，諮問庁は理由説明書で，原処分の不開示理由一覧

の説明を繰り返しているに過ぎず，何ら説得力のある説明をなし得て

いない。 

    外国や国際機関との当該やりとりが，公にしないことを前提として

行われたものであるか否かが，法５条３号，あるいは５号に該当する

か否かに影響を与える可能性があることは言うまでもないが，公にし

ないことを前提として行われたやりとりが全て直ちに３号あるいは５

号に自動的に該当するわけではない，ということもまた，法の一般的

な解釈からして当然である。 

    そもそも諮問庁はかねて「公にしないことを前提として行われたや

りとり」と述べて情報を明らかにしないことが頻繁にある。審査会に

おかれては，この説明の根拠をきちんと確認し，どのように判断した

のか，答申書において具体的に明らかにされたい。 

ウ 諮問庁は法５条３号及び５号に該当するとして，文書７，文書８，

文書１１，文書１２，文書１５及び文書１７を不開示とした。 

    はじめに，文書７について検討する。諮問庁は理由説明書で「文書

７は法５条３号及び５号に照らして全体として開示になじむものでは

ないと判断した」と述べている。上記アで述べたとおり，３号及び５

号に同時に該当することは理論的にあり得なくないが，６件の文書の

全ての記述が３号と５号に同時に該当するという説明は，常識的に受

け入れがたい。６件の文書のすべての記述が，３号または５号のどち

らかに該当すると主張するのであれば，どこが３号に該当し，どこが

５号に該当するのか，具体的に明らかにすべきである。行政文書は公

開が大原則であり，「全体として開示になじむものではない」という

あいまいな理由によって明らかにしないことは法の精神を踏みにじる

に等しい。 

    諮問庁は，理由説明書において，「『報告の主なポイント』を新た

に作成し，すでに公表していることに留意する必要がある」と述べて

いる。この記述の意味は必ずしも明確でないが，「報告の主なポイン

ト」なるものを公表したことは，法５条が不開示を認めている要件と

何ら関係がなく，公開が原則である行政文書を開示しなくてもよい理

由にならない。「わざわざ公表用の資料を作ったのだから，そちらを

見ればいいではないか」という趣旨の主張をしているのであれば，こ

れは法に対する冒涜である。審査会には毅然とした対応が強く望まれ

る。 
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    なお，諮問庁が理由説明書で述べているように，諮問庁は文書７の

内容を精査して「報告の主なポイント」なるものを別途作成して公表

したのであるから，文書７の中には公表しても問題がないと諮問庁が

判断できる要素が多分に含まれていると考えるのが自然である。「全

体として開示になじむものではない」というあいまいな理由で全てを

不開示とするのは許されない。 

    文書８及び文書１１については，上記を踏まえて改めて吟味すべき

である。 

    文書１２及び文書１５は，理由説明書によれば，「報告書の内容や

構成の部内検討に係る文書及び検証方法の部内検討（人員，期間，検

証対象，調査方法等）に係る文書」である。異議申立人は，「これら

文書を公開することにより，文書７（報告書）の内容を推察すること

が可能となる」との諮問庁の主張を全面的に否定するものではない。

しかし，理由説明書の上記記述が正しいとすれば，文書１２及び文書

１５の主な内容は，諮問庁における作業の計画や段取りに関する事務

的なものであると考えられる。すなわち，文書７の内容そのものだけ

で構成されているわけではないし，イラク戦争に関する関係国や国際

機関との協議のやりとり，同じく政府部内の意見交換の内容そのもの

だけで構成されているわけでもない。法５条３号及び５号に該当する

部分と該当しない部分をきちんと峻別すべきである。 

    また，諮問庁が主張する，文書１２及び文書１５を公開することに

より可能となる文書７の内容についての「推察」が，果たしてどの程

度の精度であると見込まれるのか不明である。文書７の重要部分の全

部または一部をほぼ実態に近い形で認識し得る程度である可能性があ

るし，「こんなことが書かれているのであろうか」とおぼろげに想像

できる程度である可能性もある。後者であれば不開示は不合理である。

前者であるとしても，文書７についての原処分が見直される場合には，

当然に再検討されるべきである。 

    諮問庁は文書１７について，「対外公表文作成過程において作成さ

れた文書である」と説明している。「これらを公表することにより，

対外公表文作成に際しての協議の内容を推察することが可能となる」

との主張は理解できないでもないが，そのことを理由に，「関係国と

の信頼関係が損なわれるおそれ及び政府部内の率直な意見交換又は意

思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがあると認められる」とま

で言うのは論理の飛躍である。仮に諮問庁が懸念する事態を招く可能

性がある要素が含まれているとすれば，その要素を除いて開示すれば

済むのであって，文書をまるごと不開示とした原処分は理由を見い出

し難い。 



 5 

    文書７以外の文書についても，審査会において，上記を踏まえて中

立，公正な検討が丁寧になされ，そのことが答申書において具体的か

つ丁寧に説明されることを希望する。 

エ 米英等によるイラクへの武力行使に対しては，開戦前から世界的に

議論を呼んだ。米国政府が開戦の理由にしたイラクの大量破壊兵器は

結局見つからず，大義のない戦争で多数のイラク市民が命を落とした

という評価が世界的に定着している。軍事作戦に参加した国々では，

参戦の是非をめぐって大きな議論が起き，政権交代に至る国が相次い

だ。一部の国では参戦の判断が妥当だったのかどうかの検証も行われ

た。通常の政策に対するチェック以上に，政府が戦争にどのように対

応したのかが厳しく問われるのは，民主主義社会では当然のことであ

る。あいまいな理由を掲げて情報を隠すことがあってはならない。審

査会は人類に対して大変重い責任が問われる判断を求められているこ

とを自覚されたい。 

オ 結論 

    既に述べたとおり，諮問庁の原処分及び理由説明書における主張は

理由が明らかではなく，不当であるばかりか，法に違反している疑い

がある。審査会は，我が国の平和と民主主義に不可欠な情報公開制度

の適切な運用を確保するため，大変重い責任を担っていることを強く

自覚し，諮問庁の説明を漫然と追認することなく，同制度の適切な運

用を実質的に確保，増進する方向で主体的に検討されたい。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 理由説明書 

（１）経緯 

処分庁は，「平成２４年１２月２１日に外務省が発表した『対イラク

武力行使に関する我が国の対応（検証結果）』の調査過程で主管課が取

得・作成したすべての文書，さらにそれらの文書を収録したすべての行

政文書ファイル名とインデックス（目次）が分かる資料」との開示請求

に対し，法１１条に規定する開示決定等の期限の特例を適用した上で，

相当の部分の決定として１文書を特定の上，開示を行った後，１８文書

を特定の上，２文書を開示，１０文書を部分開示，６文書を不開示とす

る原処分を行った。 

（２）不開示とした理由について 

ア 文書２，文書３，文書４，文書５，文書６，文書９，文書１０，文

書１３及び文書１４の不開示部分は，公にしないことを前提とした関

係国等との協議に関する情報であり，公にすることにより，関係国等

との信頼関係を損なうおそれがあるとともに，政府部内の率直な意見

交換が不当に損なわれるおそれがあるため，法５条３号及び５号に該
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当し，不開示とした。 

イ 文書７，文書８，文書１１，文書１２，文書１５及び文書１７は，

公にすることにより，他国との信頼関係を損なうおそれ，または他国

との交渉上不利益を被るおそれがあるとともに，当該文書は我が国政

府部内の協議の内容に関する記録であって，公にすることにより政府

部内の率直な意見の交換または意思決定の中立性が不当に損なわれる

おそれがあるため，法５条３号及び５号に該当し，不開示とした。 

（３）異議申立人の主張について 

ア 異議申立人は，文書２，文書３，文書４，文書５，文書６，文書９，

文書１０，文書１３及び文書１４の不開示部分の不開示理由に関し，

処分庁は「公にしないことを前提とした」との独自の条件を付加する

ことにより，法５条３号及び５号の解釈を不当に広げていると述べて

いるが，同文書は，関係国との直接的なやりとりが記録された公電や

イラク戦争当時の情勢分析に関する資料等である。処分庁は，これら

の文書そのものが「公にしないことを前提とし」て作成されたもので

あるために不開示と判断したわけでなく，文書の内容が「公にしない

ことを前提とした」各国とのやりとりや協議に関する協議を含むもの

であることから，これらの文書について法５条３号及び５号が従来認

めている「他国若しくは国際機関との信頼関係が損なわれるおそれ」

及び「他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るおそれ」並びに

「政府部内の率直な意見交換が不当に損なわれるおそれ」の有無を個

別具体的に判断した上で当該部分を不開示とした。したがって，「公

にしないことを前提とした」との独自の条件を付加して法５条３号及

び５号の解釈を不当に広げているとの指摘は当たらない。 

イ 異議申立人は，全部不開示とされた文書７，文書８，文書１１，文

書１２，文書１５及び文書１７に関し，これらの文書がまるごと法５

条３号及び５号に該当するとは，社会常識に照らして考えにくい上，

まるごと該当すると処分庁が判断した根拠も不明であると述べている

が，文書７は，平成１５年のイラク戦争に関する我が国の対応に関す

る報告書そのものであり，平成１４年はじめから平成１５年３月の米

英等による対イラク武力行使に至るまでの当省内における検討や意思

決定過程に関する検証結果をまとめたものである。原処分は，法５条

３号及び５号が認める「他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被

るおそれ」並びに「政府部内の率直な意見交換が不当に損なわれるお

それ」の有無を精査した結果として，文書７は法５条３号及び５号に

照らして全体として開示になじむものではないと判断した。なお，文

書７（報告書）に関しては，イラク戦争当時の当省内における検討や

意思決定過程の検証及び検証から得られた教訓について，他国との信
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頼関係を損なわない範囲でできる限り公表すべきとの方針に基づき，

文書７の内容を精査した結果，「報告の主なポイント」を新たに作成

し，すでに公表していることに留意する必要がある。 

文書８及び文書１１は，文書７（報告書）の案文であり，これら案

文を公開することにより最終版の内容を推察することが容易となる

ことから，文書７と同様に法５条３号及び５号により不開示とした。 

文書１２及び文書１５は，報告書作成過程において作成された文書

である。具体的には，報告書の内容や構成の部内検討に係る文書及

び検証方法の部内検討（人員，期間，検証結果，調査方法等）に係

る文書であって，これら文書を公開することにより，文書７（報告

書）の内容を推察することが可能となるため，文書７，文書８及び

文書１１と同様に法５条３号及び５号に該当するため不開示とする

ことが妥当である。 

文書１７は，対外公表文作成過程において作成された文書である。

同文書を公表することにより，対外公表文作成に際しての協議の内

容を推察することが可能となることから，関係国との信頼関係が損

なわれるおそれがあると認められるので，法５条３号及び５号によ

り，不開示とすることが妥当である。 

（４）結論 

上記の論拠に基づき，諮問庁としては，原処分を維持することが妥当

であると判断する。 

２ 補充理由説明書 

（１）本件対象文書について 

   別紙に掲げる１５文書である。 

（２）追加開示決定について 

文書７（本文１枚目（１行目ないし２１行目１６文字目，２３行目な

いし２７行目並びに脚注１行目及び２行目），本文のうちの項目名，参

考資料１（１枚目ないし８枚目），参考資料２（１枚目１行目ないし３

行目），参考資料３（１枚目１行目）及び参考資料４（１枚目ないし３

枚目））については，平成２８年５月１６日付けで，追加開示決定を行

った。 

（３）新たに開示する部分について 

ア 文書４（３４６枚目）については，法５条３号及び５号に該当する

として不開示としたが，新聞記事であるため，開示することとする。 

イ 文書４（３５２枚目（内線番号を除く。），４２６枚目（１行目を

除く。），４３３枚目及び５００枚目（１行目を除く。）），文書５

（１３６枚目，１７５枚目（内線電話番号を除く。），２４１枚目な

いし２４３枚目，２６１枚目，２６２枚目，２６６枚目（内線電話番
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号を除く。），２６８枚目ないし２７０枚目，２８８枚目ないし２９

０枚目，３１１枚目ないし３１３枚目，３１９枚目，３２３枚目（内

線電話番号を除く。），３２４枚目，３４１枚目ないし３４３枚目，

３７４枚目ないし３７５枚目，４２４枚目及び４２５枚目），文書６

（９６枚目，１８７枚目，３１５枚目，４２２枚目，４３４枚目，４

５８枚目，４６８枚目，５６１枚目，５６２枚目，５７３枚目ないし

５７５枚目，５９９枚目（特定議員事務所の個人の姓，内線電話番号

及びＦＡＸ送付先を除く。），６０３枚目，６０４枚目，６１８枚目

ないし６２０枚目，６３１枚目及び６４８枚目ないし６５０枚目），

文書１０（４８５枚目ないし４８９枚目）及び文書１３（３７０枚目

ないし３７４枚目，３８２枚目及び３８３枚目）については，公表済

みの情報と同旨であるため，開示することとする。 

（４）原処分において開示されている部分について 

文書３（４１５枚目），文書４（３４２枚目，３５１枚目，４２１枚

目，４３１枚目及び４８３枚目），文書５（１７１枚目，１７９枚目，

１８１枚目，１８２枚目，２５４枚目ないし２５６枚目，２８４枚目な

いし２８６枚目，３０７枚目ないし３０９枚目，３１６枚目，３１７枚

目，３２１枚目，３３３枚目ないし３３５枚目，３５３枚目ないし３５

５枚目，４０２枚目，４０３枚目，５１３枚目及び５１４枚目），文書

６（１０９枚目，１７２枚目，１９９枚目，３１２枚目，３１６枚目，

４２８枚目，４５４枚目，４６０枚目，４７３枚目，４９１枚目，４９

２枚目，５６４枚目，５６５枚目，５８６枚目ないし５８８枚目，６０

６枚目ないし６０８枚目，６２２枚目ないし６２４枚目，６３４枚目，

６４０枚目，６４１枚目及び６５３枚目ないし６５５枚目），文書９

（２０７枚目），文書１０（５２２枚目ないし５２６枚目），文書１３

（２４６枚目，３５７枚目ないし３６３枚目）及び文書１８（１枚目な

いし４枚目及び１３枚目ないし３０枚目）については，本来不開示とす

べきところ，開示決定通知書にはその旨明記されていない。 

しかしながら，当該部分は，法５条３号及び５号に該当し，開示する

ことはできない。 

（５）理由説明書の補充について 

ア 文書４（３５２枚目），文書５（１７５枚目，２６６枚目及び３２

３枚目）の不開示部分については，公にすることにより，関係国との

信頼関係を損なうおそれがあるとともに，政府部内の率直な意見交換

が不当に損なわれるおそれがあるため，法５条３号及び５号に該当し

不開示としたが，公表慣行のない職員の内線番号に関する情報であり，

公にすることにより，行政事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが

あると認められるので，同条６号の不開示事由を追加する。 
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イ 文書４（３５３枚目）及び文書６（７８枚目）については，公にす

ることにより，関係国との信頼関係を損なうおそれがあるとともに，

政府部内の率直な意見交換が不当に損なわれるおそれがあるため，法

５条３号及び５号に該当し不開示としたが，外国政府関係者との会議

運営に係る情報並びに職員の公用の携帯電話番号及び内線電話番号で

あり，公にすることにより，外務省の会議運営事務及び行政事務の適

正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められるので，同条６号の

不開示事由を追加する。 

ウ 文書６（５９９枚目）の不開示部分については，公にすることによ

り，関係国との信頼関係を損なうおそれがあるとともに，政府部内の

率直な意見交換が不当に損なわれるおそれがあるため，法５条３号及

び５号に該当し不開示としたが，個人に関する情報であるため，同条

１号の不開示事由を追加する。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成２６年４月３日     諮問の受理 

② 同日            諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同月１４日         審議 

④ 同年５月１３日       異議申立人から意見書を収受 

⑤ 平成２８年５月９日     委員の交代に伴う所要の手続の実施，

本件対象文書の見分及び審議 

⑥ 同年６月１６日       諮問庁から補充理由説明書を収受 

⑦ 同年７月２５日       審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，別紙に掲げる１５文書である。なお，原処分では１８

文書が特定されているが，このうち２文書（文書１６及び文書１９）は全

部開示であり，１文書（文書１８）は異議申立ての対象外と解される。 

諮問庁は補充理由説明書において，本件対象文書について，原処分で不

開示とした部分のうち，上記第３の２（２）に掲げる部分につき追加開示

決定を行い，上記第３の２（３）に掲げる部分は開示するとしているが，

その余の部分については，法５条１号，３号，５号及び６号に該当し，な

お不開示とすべきとしている。 

また，諮問庁は，補充理由説明書において，文書３（４１５枚目），文

書４（３４２枚目，３５１枚目，４２１枚目，４３１枚目及び４８３枚

目），文書５（１７１枚目，１７９枚目，１８１枚目，１８２枚目，２５

４枚目ないし２５６枚目，２８４枚目ないし２８６枚目，３０７枚目ない

し３０９枚目，３１６枚目，３１７枚目，３２１枚目，３３３枚目ないし
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３３５枚目，３５３枚目ないし３５５枚目，４０２枚目，４０３枚目，５

１３枚目及び５１４枚目），文書６（１０９枚目，１７２枚目，１９９枚

目，３１２枚目，３１６枚目，４２８枚目，４５４枚目，４６０枚目，４

７３枚目，４９１枚目，４９２枚目，５６４枚目，５６５枚目，５８６枚

目ないし５８８枚目，６０６枚目ないし６０８枚目，６２２枚目ないし６

２４枚目，６３４枚目，６４０枚目，６４１枚目及び６５３枚目ないし６

５５枚目），文書９（２０７枚目），文書１０（５２２枚目ないし５２６

枚目），文書１３（２４６枚目，３５７枚目ないし３６３枚目）及び文書

１８（１枚目ないし４枚目及び１３枚目ないし３０枚目）（以下，併せて

「本件開示部分」という。）については，本来不開示とすべきところ，原

処分ではその旨記載されていないが，法５条３号及び５号に該当し，開示

することはできない旨説明している。しかしながら，本件開示部分は，原

処分（開示決定等通知書）において開示されている部分であるから，異議

申立ての対象外と解されるので，当審査会では，当該部分の不開示情報該

当性についての判断は行わない。 

異議申立人は，本件対象文書のうち，法５条３号及び５号により不開示

とされた部分の開示を求めていることから，以下，本件対象文書の見分結

果に基づき，異議申立人が開示すべきとする部分の不開示情報該当性につ

いて検討する。 

なお，当審査会事務局職員をして外務省ホームページを確認させたとこ

ろ，「対イラク武力行使に関する我が国対応（検証結果）」と題する文書

及びその添付資料である「報告の主なポイント」（以下，併せて「公表文

書」という。）が掲載されており，公表文書には，平成１５年３月の米英

等による対イラク武力行使に関する我が国の対応について，外務省の検証

チームによる検証（以下「本件検証」という。）が行われたこと及び本件

対象文書の要点が記載されていることが認められた。 

２ 不開示情報該当性について 

（１）他国と協議した内容等について 

別表の番号１に掲げる部分には，イラクに対する武力行使等について，

他国等から得た情報，他国等と協議した内容等が記載されている。 

当該部分は，これを公にすることにより，イラクに対する武力行使等

に関する他国等との協議内容等が明らかとなり，他国等との信頼関係が

損なわれるおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理由

があると認められるので，法５条３号に該当し，同条５号について判断

するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

（２）政府部内で協議・検討した内容等について 

別表の番号２に掲げる部分には，他国等との協議における我が国の政

府関係者の発言振りを含め，対イラク武力行使に関する我が国の対応等
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について，政府部内で協議・検討した内容等が記載されている。 

当該部分は，これを公にすることにより，対イラク武力行使に関する

我が国の対応等に関する政府部内での協議・検討内容及び他国等との協

議内容等が明らかとなり，安全保障に関する政府部内の考え方，関心事

項等が推察され，国の安全が害されるおそれ及び他国との信頼関係が損

なわれるおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理由が

あると認められるので，法５条３号に該当し，同条５号について判断す

るまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

（３）報告書について 

文書７は，平成１５年３月の米英等による対イラク武力行使に関する

我が国の対応について，本件検証の結果をまとめた報告書である。 

ア 文書７の本文について 

本文（１枚目（１行目ないし２１行目１６文字目，２３行目ないし

２７行目並びに脚注１行目及び２行目）及び項目名を除く。）につ

いては，対イラク武力行使に関し，当時の国際情勢，我が国政府が

他国等から得た情報等に基づき政策決定する過程，関係者等が具体

的に記載されている。 

当該部分は，その枚数も含め，これを公にすることにより，我が国

政府の外交関係に関する情報収集能力，情報の分析能力，政策決定

能力等が推察され，国の安全が害されるおそれ，他国との信頼関係

が損なわれるおそれ及び他国との交渉上不利益を被るおそれがある

と行政機関の長が認めることにつき相当の理由があると認められる

ので，法５条３号に該当し，同条５号について判断するまでもなく，

不開示とすることが妥当である。 

イ 文書７の参考資料２について 

参考資料２（１行目ないし３行目を除く。）には，検証チームの構

成員の氏名等が記載されており，これを公にすることにより，情報

を得ようとする者から当該構成員に対し不当な働き掛けが行われ，

本件検証の内容が明らかになることによって，我が国政府の外交関

係に関する情報収集能力，政策決定能力等が推察され，国の安全が

害されるおそれ，他国との交渉上不利益を被るおそれがあると行政

機関の長が認めることにつき相当の理由があると認められるので，

法５条３号に該当し，同条５号について判断するまでもなく，不開

示とすることが妥当である。 

ウ 文書７の参考資料３について 

参考資料３（１枚目１行目を除く。）については，本件検証の参考

資料が記載されており，これを公にすることにより，我が国政府の

外交関係に関する情報収集能力等が推察され，国の安全が害される
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おそれ，他国との信頼関係が損なわれるおそれ及び他国との交渉上

不利益を被るおそれがあると行政機関の長が認めることにつき相当

の理由があると認められるので，法５条３号に該当し，同条５号に

ついて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

（４）検討過程の情報について 

文書８，文書１１，文書１２，文書１５及び文書１７（下記に掲げる

部分を除く。）には，対イラク武力行使に関する我が国の報告書を作成

する際の検討内容が記載されており，当該部分のうち，下記に掲げる部

分を除く部分には，これを公にすることにより，政府部内における未成

熟な検討内容が明らかとなり，政府部内の率直な意見の交換が不当に損

なわれるおそれ，政府部内の当該問題に対する考え方等について，無用

な誤解や憶測を招くなど，不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれが

あると認められるので，法５条５号に該当し，同条３号について判断す

るまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

しかしながら，文書１７（１枚目（上部メモ書きを除く。）ないし６

枚目）については，公表されている情報と同旨の情報であり，これを公

にしたとしても，他国等との信頼関係が損なわれるおそれ，他国等との

交渉上不利益を被るおそれ及び政府部内の率直な意見交換が損なわれる

おそれがあるとは認められないことから，法５条３号及び５号のいずれ

にも該当せず，開示すべきである。 

（５）職員の内線電話番号等について 

文書４（３５２枚目）及び文書５（１７５枚目，２６６枚目及び３２

３枚目）の不開示部分には，報道関係者との連絡のため，職員の内線電

話番号が記載されており，文書４（３５３枚目）及び文書６（７８枚

目）には外国政府関係者との会議運営に係る情報並びに職員の公用の携

帯電話番号及び内線電話番号が記載されている。 

当該部分は，これを公にすることにより，同情報が本来の目的以外に

使用され，外務省が行っている事務に支障を及ぼすおそれがあると認め

られるので，法５条６号柱書きに該当し，同条３号及び５号について判

断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

（６）個人に関する情報について 

文書６（５９９枚目）の不開示部分には，特定議員事務所所属の個人

の姓，内線電話番号及びＦＡＸ送付先が記載されていることが認められ

る。 

当該部分は，法５条１号本文前段の個人に関する情報であって，特定

の個人を識別できるものに該当し，同号ただし書イないしハに該当する

事情も認められず，さらに，当該情報は，個人識別部分に該当すると認

められることから，法６条２項による部分開示の余地はなく，法５条３
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号及び５号について判断するまでもなく，不開示とすることが妥当であ

る。 

３ 付言 

上記１のとおり，本件開示部分は，諮問庁が理由説明書で初めて主張し

たものであり，本件対象文書につき，原処分の段階で，開示すべき情報が

あるか否かについて十分精査した上で，不開示部分を特定しているものと

は認め難い。今後，開示決定等に当たっては，その対象となる行政文書に

つき，内容を十分精査し決定すべきである。 

また，原処分については，開示決定等通知書に記載されたとおりの内容

で行われたものと解すべきであり，諮問庁が，異議申立てに対する決定に

おいて，原処分で開示することとされた本件開示部分を不開示に変更する

ことは，原処分を異議申立人に不利益に変更しようとするもので許されな

い（行政不服審査法４７条３項ただし書）。 

４ 異議申立人のその他の主張について 

異議申立人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

５ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条１号，３号，

５号及び６号に該当するとして不開示とした決定については，異議申立人

が開示すべきとする部分のうち，文書１７（１枚目（上部メモ書きを除

く。）ないし６枚目）は，同条３号及び５号のいずれにも該当しないと認

められるので，開示すべきであるが，その余の部分は，同条１号，３号，

５号及び６号柱書きに該当すると認められるので，不開示としたことは妥

当であると判断した。 

（第２部会） 

委員 白井玲子，委員 池田綾子，委員 中川丈久 
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別紙 

 

文書２  発言応答要領等 

文書３  公電等（関係国とのやりとり等）① 

文書４  公電等（関係国とのやりとり等）② 

文書５  イラク戦争関連資料① 

文書６  イラク戦争関連資料② 

文書７  報告書 

文書８  報告書案① 

文書９  国会答弁等 

文書１０ 公電等（関係国とのやりとり等）③ 

文書１１ 報告書案② 

文書１２ イラク検証関連資料① 

文書１３ イラク戦争関連資料③ 

文書１４ 公電等（関係国とのやりとり等）④ 

文書１５ イラク検証関連資料② 

文書１７ 対外公表案 

（注）文書番号及び文書名は，諮問庁が補充理由説明書に記載した文書番号及

び文書名に倣う。 
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別表 

番号 文書 枚・行 

１ 文書２ ７枚目ないし１４枚目，３０枚目，６４枚目ないし７５枚

目，１０３枚目ないし１０７枚目，２３２枚目，２３３枚

目，２６８枚目，２６９枚目，２７１枚目及び２７２枚目 

文書３ １枚目ないし２１枚目，２６枚目ないし４０枚目，４８枚

目ないし５６枚目，９２枚目ないし１１４枚目，１１６枚

目ないし１８６枚目，１９２枚目ないし３６１枚目，３６

５枚目ないし３６７枚目，３８４枚目ないし３９１枚目，

３９４枚目ないし３９８枚目，４０４枚目ないし４０７枚

目，４４０枚目ないし４４２枚目，４５５枚目ないし５２

０枚目，５３４枚目ないし５５０枚目及び５５７枚目ない

し６０６枚目 

文書４ １枚目ないし２４枚目，３１枚目ないし４０枚目，４６枚

目ないし８１枚目，８９枚目ないし１２７枚目，１３３枚

目ないし３１４枚目，３３０枚目ないし３３２枚目，３４

７枚目ないし３５０枚目，３５４枚目ないし３５６枚目，

３６１枚目ない３７５枚目，３７９枚目ないし３８１枚

目，３９０枚目ないし３９４枚目，４０９枚目ないし４２

０枚目，４２７枚目ないし４３０枚目，４３６枚目ないし

４８２枚目，５０３枚目ないし５０５枚目，５１０枚目な

いし５１３枚目，５１８枚目ないし５２０枚目及び５３４

枚目ないし５３７枚目 

文書５ ２７５枚目ないし２８３枚目，３２２枚目及び３２５枚目

ないし３３２枚目 

文書６ ６０枚目ないし６２枚目，８４枚目，１３５枚目５行目な

いし１３行目，１３６枚目ないし１７１枚目，４２３枚目

ないし４２５枚目，４６９枚目ないし４７１枚目，６０２

枚目，６０５枚目及び６３８枚目下から１９行目ないし２

１行目 

文書１０ １５１枚目ないし１６３枚目，１８５枚目ないし１９７枚

目，２００枚目，２０１枚目，２１４枚目ないし２１８枚

目，２３６枚目ないし２６５枚目，２６８枚目ないし２８

２枚目，２９２枚目ないし２９７枚目，３２５枚目ないし

３７７枚目，４１３枚目ないし４５４枚目，４９０枚目な

いし５００枚目及び５０６枚目ないし５２１枚目 

文書１３ １７３枚目ないし１７９枚目及び１８２枚目ないし１８７
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枚目 

文書１４ １枚目ないし７枚目及び２２７枚目ないし２３９枚目 

２ 文書２ １５枚目ないし２９枚目，３１枚目ないし４８枚目，５４

枚目ないし６３枚目，７６枚目ないし１０２枚目，１０８

枚目ないし１６１枚目，１６５枚目ないし２００枚目，２

０６枚目ないし２２４枚目，２３４枚目ないし２４３枚

目，２５６枚目ないし２５９枚目，２６１枚目ないし２６

７枚目，２７０枚目，２７３枚目ないし２８６枚目，２９

０枚目，２９４枚目及び３０１枚目ないし３０３枚目 

文書３ ２２枚目ないし２５枚目，４１枚目，４２枚目，５７枚目

ないし６１枚目，１８７枚目ないし１９１枚目，３６２枚

目ないし３６４枚目，４０８枚目ないし４１０枚目，４１

６枚目ないし４２０枚目，４２３枚目ないし４３９枚目，

４４３枚目ないし４４６枚目，４５２枚目ないし４５４枚

目，５２１枚目ないし５３３枚目，５５１枚目ないし５５

６枚目，５６８枚目及び５６９枚目 

文書４ ２５枚目ないし３０枚目，４１枚目ないし４５枚目，８２

枚目ないし８８枚目，１２８枚目ないし１３２枚目，３５

７枚目ないし３６０枚目，３７６枚目ないし３７８枚目，

３８２枚目ないし３８９枚目，３９５枚目ないし４０８枚

目，４３４枚目，４３５枚目，５０１枚目及び５０２枚目 

文書５ １枚目ないし１２４枚目，１３７枚目ないし１７０枚目，

１７６枚目ないし１７８枚目，２４４枚目ないし２５３枚

目，２６４枚目，２６５枚目，２７１枚目ないし２７４枚

目，２９１枚目ないし３０６枚目，３１４枚目，３１５枚

目，３１８枚目，３４４枚目ないし３５２枚目，３７６枚

目ないし４０１枚目及び４２６枚目ないし５１２枚目 

文書６ １枚目ないし５９枚目，６３枚目ないし７７枚目，９７枚

目ないし１０８枚目，１８８枚目ないし１９８枚目，４２

６枚目，４２７枚目，４３５枚目ないし４５３枚目，４５

９枚目，４７２枚目，５７６枚目ないし５８５枚目，６２

１枚目，６５１枚目及び６５２枚目 

文書９ １７７枚目ないし２０６枚目及び２０８枚目ないし２２３

枚目 

文書１０ ２８３枚目ないし２９１枚目，２９８枚目ないし３２４枚

目，３７８枚目ないし４１２枚目，４５５枚目ないし４５

９枚目及び５０１枚目ないし５０５枚目 
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文書１３ １８枚目ないし２９枚目，５２枚目ないし５６枚目，３６

４枚目ないし３６９枚目，３７５枚目及び３７６枚目 

 




